
北海道消防防災ヘリコプターによる救急患者の緊急搬送手続要領 

 

(趣旨) 

第１条 この要領は、北海道消防防災ヘリコプター運航管理要綱第18条第3項及び北海道消防防災ヘリコプ

ター緊急運航要領第５条ただし書の規定に基づき、救急患者の緊急搬送及び医師搬送等（以下「救急患

者の緊急搬送等」という。）についての必要な手続等を定めるものとする。 

  

 (手続) 

第２条 救急患者の緊急搬送等に係る各機関の手続は、次によることとする。 

 (1) 依頼病院等 

  ア 依頼病院等は、救急患者の緊急搬送等が必要であると判断した場合は、受入医療機関を確保した後、

あらかじめ総務部危機対策局危機対策課防災航空室(以下｢航空室｣という。)に連絡するものとする。

この場合における連絡は、様式第1号によりファクシミリまたは電子メールを使用して行うとともに、

送付後、必ず電話により到着の確認等を行うものとする。 

  イ 依頼病院等は、航空室に連絡をした後、当該市町村（消防の一部事務組合を含む。以下｢市町村等｣

という。）に救急患者の緊急搬送を要請するものとする。この場合の要請方法は、アの例によるもの

とする。 

  ウ 依頼病院等は、市町村等から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内容を

受入医療機関へ連絡するものとする。 

(2) 市町村等 

  ア 市町村等は、依頼病院等からヘリコプターの出動要請を受けたとき又は生命が危険な傷病者を搬送

する必要があると認められる場合は、航空室へヘリコプターの出動を要請し、その後関係総合振興局

又は関係振興局にその旨を連絡するものとする。 

    これらの場合における要請は、電話により行うとともに、様式第1号によりファクシミリまたは電

子メールを使用して行うものとする。 

  イ 市町村等は、依頼病院からヘリコプターの出動要請を受けた場合を除き、受入医療機関の確保を行

うものとする。 

  ウ 市町村等は、ヘリコプターの離着陸場を確保しその安全対策を講ずるとともに、救急自動車の手配

を行うものとする。 

  エ 市町村等は、航空室から運航の可否・運航スケジュール等の連絡を受けた場合は、その内容を依頼

病院等に連絡するものとする。 

(3) 航空室 

  ア 航空室は、依頼病院等から連絡を受けた場合は、消防防災ヘリコプターの出動準備を開始するもの 

とする。 

  イ 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受けた場合は、出動の可否について判断し、そ

の結果を市町村等に連絡するとともに、関係総合振興局又は関係振興局にその旨を連絡するものとす

る。 

  ウ 航空室は、給油及び夜間等の空港使用（航空保安施設の運用等）が必要な場合は、市町村等と連絡

調整を行うものとする。 

 



 （他の機関への要請等） 

第３条 航空室は、市町村等からヘリコプター出動の要請を受け消防防災ヘリコプターが運航できない場合

は、北海道警察本部（航空隊）、札幌市（消防局）、陸上自衛隊北部方面総監部、航空自衛隊第二航空団

司令部及び第一管区海上保安本部に対し、必要な情報を提供するものとする。この場合における情報提供

の方法は、様式第１号によりファクシミリを使用して行うものとする。 

２ 航空室は、消防防災ヘリコプターが運航できない場合は、前項に規定する機関に対し、航空機の出動を

要請するものとする。 

 

 （付添人の搭乗） 

第４条 医師が付添人を必要と認めた場合は、原則として1名に限り搭乗させることができるものとする。

この場合において、付添人は、あらかじめ様式第2号の誓約書を機長に提出するものとする。 

 

 （その他） 

第５条 この要領に定めるもののほか、ヘリコプターの出動に関し必要な事項は別に定めるものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 ８年 ７月１日から施行する。 

 この要領は、平成１８年 ４月１日から施行する。 

 この要領は、平成１９年 ６月１日から施行する。 

 この要領は、平成２２年 ４月１日から施行する。 

 この要領は、令和 ４年 ４月１日から施行する。 

 この要領は、令和 ５年 ７月１日から施行する。 

 この要領は、令和 ５年１１月１日から施行する。 


